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24 02 06 01 大事業 中事業

01 01
30 年度 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 30 年度 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度

0

0

0

0

0

千円

（予　算） （決　算）

負担金 85,000 負担金 59,392 千円

支出事業内容 支出事業内容

主　な 主　な

-0 

最終予算額 85,000 千円 予算執行率 69.8% トータルコスト(A+B) 66,011 61,894 59,395

県（施設分）１７．５％　（その他分）１２．５％ 人件費計(千円)(B) 3 4 3 3

85,003 85,003 -2,499 

0

国(施設分)15％＋調整交付金　(その他分）２０％＋調整交付金 延べ業務事務時間 1 1 1 1 1 0
財源名称

６５歳以上の保険料 ２３％　　６５歳未満の保険料 ２７％ 従事正職員人数 1 1 1 1 1

85,000 合計(A) 66,008 61,890 59,392 85,000

3

12,139 11,649 16,672 16,672 -490 

合計 85,000 85,000 85,000 85,000 85,000 -2,498 

一般財源 16,514 16,672 16,672 16,672 16,672 一般財源 12,824

33,575 その他特財 26,073その他特財 33,575 33,575 33,575 33,575 33,575 -987 24,447 23,460 33,575

町　債 町　債

10,625 県支出金 8,251

24,128 24,128 -709 

県支出金 10,625 10,625 10,625 10,625 10,625 -312 7,736 7,424 10,625

予算
（千円）

前年比
決算

（千円）
前年比

実 績 実 績 見込 見込

国庫支出金 24,286 24,128 24,128 24,128 24,128 国庫支出金 18,860

実績 見込 見込 実 績 実 績 実績

17,568 16,859

予算科目
会計 款 項 目 予算上の事業名 事業番号

介護保険特別会計（保険事業勘定） 保険給付費 特定入所者介護サービス等費 特定入所者介護サービス費 特定入所者介護サービス費 24141

85,000 85,000 85,000 85,000

66,008 61,890 59,392

３．事務事業の予算・コスト概要

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

ウ → ウ 支払金額

イ → イ 支払回数 回

77.7% 72.8% 69.9% 69.9%

千円

85,000

12 12 12 12 12

12 12 12

123.7% 122.2% 97.1% 97.1%

件

194 194 240 240 240

240 237 233

③主な活動内容 ⑥活動指標

ア 介護給付費の支払事務 → ア 認定件数

    

ウ → ウ

イ → イ 居住費の自己負担が軽減された件数

87.5% 88.9% 90.0% 89.5%

件

1,725 1,725 1,725 1,730 1,735

1,509 1,534 1,553

2,000 2,050

1,724 1,602 1,549

78.1% 72.6% 70.2% 75.6%

ア
自己負担を軽減することで安心して施設
サービスを受けられるようにする → ア 食費の自己負担が軽減された件数 件

2,207 2,207 2,207

②意図（対象をどのような状態にしたいのか） ⑤成果指標（意図の達成度）

ウ → ウ

イ → イ

２．事務事業の対象・意図・活動・成果指標

①対象（誰、何を対象にしているのか）　　 ④対象指標

ア 介護保険被保険者のうち要介護認定者 → ア 要介護認定者数 人
681 646 670 694 718

646 626 645

単年度繰返し

被保険者の申請に対し審査を行い、非課税世帯、預貯金が一定額未満、配偶者非課
税である場合に認定証を出す。認定期間は申請のあった月の初日から７月３１日まで。
６月末ごろ、現在認定のある人に更新の案内を送付、申請のあった人のうち非課税世
帯の人に８月１日～の認定証を交付する。

在宅と施設の利用者負担の公平性や、介護保険と年
金の重複給付の調整の観点から、介護保険施設の食
費・居住費について保険給付の対象外とし、平成１７年
１０月から利用者の自己負担とした。そのため低所得
者については、施設利用が困難とならないように自己
負担の上限を定め、差額分に対して特定入所者介護
サービス費として補足給付を行うことになった。単年度のみ

１．事務事業の概要

①事業期間 ②今年度の事業内容（具体的な内容、事務概要等を簡潔に記載する） ③開始したきっかけ（いつ頃、どんな経緯で）

金島　拓人

施策名 高齢者福祉の推進 根拠法令等 介護保険法（平成９年法律第１２３号）
24141

政策名 こころあたたかい福祉の里づくり 係名 介護保険係 担当者・シート作成者

事業番号 事務事業名 特定入所者介護サービス費 所管課名 保健福祉課 年度課長名 水島　剛

令和 2 年度　事後評価・決算 簡易 令和3年11月 作成


